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今週のキーワード 人 口 減 少 や 高 齢 化 等 の 進 行 が 著 し い 地 方 で 、 意 欲 あ る 都 市 住 民 の ニ ー ズ に 応

え 、 地 域 外 の 人 材 を 積 極 的 に 誘 致 し 、 そ の 定 住 ・ 定 着 を 図 り 、 地 域 力 の 維 持 ・ 強

化 を 図 っ て い く こ と を 目 的 と す る 制 度 。 2009 年 に 総 務 省 に よ っ て 制 度 化 さ れ た 。 地

方 自 治 体 が 都 市 部 の 住 民 受 け 入 れ を 公 募 し 委 嘱 す る 。 総 務 省 が 隊 員 1 人 に つ き

350 万 円 上 限 に 特 別 交 付 金 を 地 方 自 治 体 に 支 給 す る 。 隊 員 の 期 間 は 1 年 以 上

最 長 3 年 だ が 、 活 動 の 継 続 は 可 能 （ 交 付 金 な し ） 。 首 相 は 同 事 業 を 実 施 し て い る

自 治 体 に対 する同 省 の財 政 支 援 を強 化 する方 針 も明 らかにした。 

地域おこし協力隊 

※配信先の変更、配信停止のご希望はお手数ですが Tel.03-3216-2004 または info@knowsi-land.jp までご連絡ください。 

与党税協が消費税の軽減税率の素案公表   
軽減税率の対象分野は８パターンを提示 

 

自民・公明の与党税制協議会は、食料品などの生

活必需品の消費税率を低くする軽減税率制度の素

案を公表した。素案は、軽減税率の対象分野につい

て、「まずは飲食料品分野を想定して検討」として、

８種類のパターンを提示し、また課税事業者に新た

に発生する区分経理事務については４案を併記し

た。同協議会は、「予め案を絞り込むのではなく、

広く国民の意見を聞きながら、検討していく」との

考えを示している。 

軽減税率の対象分野については飲食料品分野と

することを想定して検討。その中で、各国で行われ

ている線引き例を当てはめて、飲食料品の全てを対

象とするものから、精米だけに絞ったものまで８案

を示した。減収額は、１％当たり200億円（精米の

み）～6600億円（全ての飲食料品）と大きく違う。

与党内では、公明党が当初主張していた外食と酒

を除く案よりも、さらに菓子類や飲料、加工食品を

除いた「生鮮食品」を推す声があるという。 

また、軽減税率制度を導入する場合、適正な税額

計算のためには区分経理のための仕組みが必要と

なるが、事業者の事務負担や適正な請求書等が発行

されることの担保、免税事業者への影響といった課

題について、素案では、（Ａ案）区分経理に対応し

た請求書等保存方式、（Ｂ案）Ａ案に売り手の請求

書交付義務等を追加した方式、（Ｃ案）事業者番号

及び請求書番号を付さない税額別記請求書方式、

（Ｄ案）ＥＵ型インボイス方式、の４案に整理した。

省庁横断で取組む地方活性化戦略     
政府内に「地方創生本部」設置へ 

 

安倍総理の経済政策―アベノミクスが、地方経

済活性化に向けて新たな「地方創生本部」を立ち

上げる。キーポイントは、①都市と地方の交流や

観光を通じた町おこし支援、②地域活性化で全省

庁をまとめ省庁横断で取り組む、③地域の特産品

などを作る中小・零細企業、交通・観光業者等を

支援するための法整備を行うこと。 

そのためには1.地域の名産品を海外に売り込

むため、家電製品に限られてきた免税品を全品目

に広げ、東京五輪開幕の2020年までに免税店を１

万店に増やしアンテナショップの機能も増やす

（消費税免税制度）、2.地方自治体が都市部から

若者を誘致して定住を働き掛ける「地域おこし協

力隊」について、2013年度は978人だった参加者

を３年間で3000人まで増やす、3.ふるさと納税の

特典として贈る特産品をブランド化する「ふるさ

と名物応援制度」などを盛り込む、4.外国人観光

客の誘致(2020年までに2000万人達成)をめざし、

特にインドネシアに対し査証（ビザ）を免除する

などの意向を表明した。安倍総理は「地方創生本

部」の本部長となり6月内に打ち出す新成長戦略

に盛込む目玉戦略の一つ。一方で来春に統一地方

選を控え、地方経済の底上げに取組むためとか道

州制構想を各自治体が意識しているとの見方も

ある。しかし同本部が「省庁横断」というなら総

務・経産・農水・国交・厚労にまたがる地方活性

化戦略担当の無駄と効率化の点検も欠かせない。
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